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1.CSRの 意 義

最 近 、環 境 会 計 等 の会 計 に 代 わ り、CSR(経 営)会 計 とい う用 語 が 企 業

経 営 で しば しば使 用 され るよ うになった。 新聞雑誌等 で もCSRの 特 集 記 事

が見 か け られ る よ うに な った。

本稿 で は、 どの よ うな理 由でCSR経 営 会 計 が普 及 して き た か 、 そ の 意義

は どの よ うに理解 され ているか、 さらに各国で の共通点、相違 点 を導出す る。

この こ とによって、 日本 でのCSR経 営 会 計 の 展 望 を述 べ る。

そ もそ もCSRと は 、"CorporateSocialResponsibility"の 略 語 で あ り、 企

業 の社 会 的 責 任 とい う意 味であ る。 企業 は営利 主体 であ り、 よ り良質の サー

ビス を、 よ り安価 に提供す るこ とに よって、 当該業界 におい て競争 力 を発揮

し、市場調査 に よって 常に新 しい ニー ズに応 える こ とが要求 され る。

現 代 は、大 量生産 ・大量 消費社 会 であ り、 また消費者 は新 しい製 品 ・サー

ビス に敏 感 にな ってい る。 テ レビ、 ラジオ、イ ン ターネ ッ ト等 、い わゆ るマ

ス メデ ィアの発 達が これ を さ らに助 長 してい る とい えよ う。 こ うした市場 社

会 に対 し、企 業 はその活動 に よって貢献 を しなけれ ばな らない。

しか し現代 は、市場に提供 され る財貨 ・サー ビスが、 どのよ うな方法 によっ

て生 み 出 され てい る ものなのか、 さらに どの よ うな経 営体制 の下で生み 出 さ

れ てい る ものなのか とい うこ とも、重 要な問題 と して社会 か ら注 目され てい
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る。日本では公害問題 に端を発 し、海外でも公害、企業不祥事が、技術 と企

業規模の発達によって様々な問題になることとなった。そ こで登場 した概念

がCSRで ある。

倫理的意思決定を行い、かっ コンプライアンス(法 令遵守等)を 貫徹 し、

情報開示や環境対応 な どに対 し、積極的に取 り組む企業を推奨するこの概念

は、米国で発生 した。 しか しながら、CSRの 明確な定義は未だになされて

いない。 とい うのは、CSR自 体の研究が遅れている とい う理由ではな く、

その意味す るところが非常に広範であるためである。

高巌氏他の著書においても、CSRの 定義 は、 「CSRと は実際に何を指

すのか、何に対応 しなければな らないのか(例:人 権、労働環境、環境保護、

地域貢献など)と い う具体的な定義はほ とん ど不可能であると考えている。

なぜならば、CSRは 、社会又は市場 との関係においてその内容が決まって

くるものだか らである。つま り、CSRの 指す ところは、市場や地域の人々

との交流や対話 を通 じて、又 は相互作用を通 じて何 をやるかを決 めてい くこ

とで、その具体的な実践内容が決まって くるか らである」1と 述べている。

しか し、明確なCSRの 定義がなされていない とはいえ、CSRへ の取組 を

実践することにより、同氏は6つ の利点を挙 げている。即ち、

①組織の継続的 ・安定的な成長

②社会か らの信頼性の確保

③グローバル市場での企業競争力の向上

④効果的なコンプライアンス手法の提供

⑤地域社会(企 業市民)と の協調

⑥社会的責任投資(SRI:SociallyResponsibleInvestment)か らの支持で

ある。

1高 巌他著 『企業の社会的責任』p11日 本規格協会2004年
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これ らの点 が企業 に とって有効 に作 用す る と同時に 、一般社 会 に も良い影

響 を与 え る こ とにな る と筆者 は考 えてい る。 特 に 、⑥ の 「社 会 的責任 投 資

(SRI:SociallyResponsibleInvestment)か らの 支 持 」 に つ い て は 、 「社 会

的 責 任 投 資 の 日欧 米 比 較 」"Japan-U.S.A-GermancomparisonofSocially

ResponsibleInvesting"と して 、神 奈 川 大 学研 究 年 報 で そ の概 要 を述 べ た2。

そ こで は 、次 の よ うにSRIを 定 義 した。 即 ち 、 「従 来 の投 資 活動 は、企 業の収

益性 のみ を重視 し、投資 家の投資 に よる、投資先 か らの利 益享 受 に関心が強

く向け られて い た。 しか しなが ら、現在 で は、投 資家 の利 益 だ けで はな く、

投 資先企業が社 会貢献 を して いるか ど うか とい った考 え方や 、投資家 自身が

行 う投資 によ って社会 に貢 献す る とい う考 え方が生 まれて きてい る」 とい う

もので ある。

こ うした考 え方 に加 えて、社 会的責任 を考慮 してい る企 業 は、そ うでない

企 業 よ りも成 長性 が ある とい う見解 も注 目され て きてい る。 この見解 を包含

した投資概念 が、社会 的責任 投資 で あ る。 即 ち 、通常 の財 務 分析等 に加 え、

コンプ ライア ンス、環境配慮 、人権擁護 、地域社会貢 献な どの取組 にお いて、

社 会的責任 を果 た してい るか否 か を基準 に、 当該企 業へ の投融 資判 断 を行 う

とい うのが社 会 的責任投 資で ある。 このSRIがCSRと 密 接 に関 係 して い

る と筆者 は認 識 して い る。

しか し、 このCSRに 対 して疑 問 視 す る声 もあ る。 例 と して、 ドイ ツのベ

ル リン 自由大 学経 営学教授 で あるギ ュンター ・ドゥル ー ゴス氏 の講演 、 「企

業利害 と疑 わ しい倫理指針 要 因 と しての公 共 の福祉 」3が あ る。

同氏 は 中央 大 学 商 学 部 教授 会(研 究会)に お い て 、次 の よ うに述 べ て い る。

即 ち、 「企 業活 動 は、無 関心 、補 足 的、 そ して コン フ リク トといった様 式 の

2拙 著 『社会的責任投資の 日欧米比較』神奈川大学研究年報第9号2005年 参照

3ギ ュンター ・ドゥルーゴス講演 高橋由明訳 『企業利害と疑わしい倫理指針要因とし

ての公共の福祉』 商学論纂第32巻4号 中央大学商学研究会
4『上掲書』pp92 -93
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多 くの種々の利害の焦点を形成する。 コンフリク ト的利害は、経済的な形式

的諸 目標への相互の指針において少 なくとも潜在的であれ交換関係 に基礎づ

けられてい る。 これ らの利害は、広い競争状態か らや、例えばエコロジーの

よ うに一方の妨害から生 じるのである。 コンフ リク ト的利害は、別々の職能

の担い手の間ばか りではなく、同一職能の担い手の間にも生 じる。そ こから

結果す る諸 コンフ リク トは、正常であ り基本的にはアンビバ レンツな社会現

象であ り、その発現は、また企業領域では決 して特別なものではなく、ここ

では最初か ら否定的なものと判断されてはな らない」4と い う。

さらに、 自由州バイエル ンの州法では、公共の福祉 について、「全体的経

済活動は公共の福祉に役立ち、個人の経済的 自由は隣人な らびに国家の公共

の福祉の要求を考慮するとき限界を有す る」5と 州法Y51条 で定めていること

も述べている。

結論 として同氏は、「法制化 と判例が この疑問の多い設計案 を放棄すべき

なのかの問題 は、法律の文献での接近方法の論争で論議 され、これまで優勢

なのは否定的に しか回答 されていない」 としてお り、同氏は企業倫理や企

業の社会的責任 といった領域 に対 して、法的解釈の視点から限界 を有するも

の として、否定的立場であると考え られ る。

では、CSRは こうした疑問や否定的解釈 に対 して明確な理論的根拠を示

しているのであろ うか。現段階の筆者の考えは、否である。その要因は、筆

者 自身の研究不足 も多分にあるが、CSRの 理論的構築が困難であることと、

その領域の広範 さ故であると筆者は考えている。

しか し、そ もそ もCSRが 主張す るのは、これまでの営利追求型企業は悪

であ り、社会指向的、慈善事業的な企業は善であるとい うような、勧善懲悪

型の分類によって企業を扱 うものではない。なぜな らば、営利な くして企業

0『 上 掲 書 』p94

s『 上 掲 書 』p98
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は存在 しえず、企業活動そのものが否定 されて しま うからである。

CSRは 、営利 のみを追求することを問題視 しているのである。即ち、こ

れまで成功を収 めてきた営利追求志向が生み出すい くつ もの弊害が、現代社

会 においては、企業経営者な どの個人のみならず、組織構成員 も含 めた、当

該企業の企業活動全体を否定す ることに繋がるとい うことを、CSRは 示唆

す る。そ して、その弊害を未然 に防 ぐ行動規範の確立の必要性を主張 してい

るのである。

今後、特定の企業が倫理的な行動規範を確立 し得なかった場合、当該企業

の企業活動は停止せ ざるを得ない状況になるであろ う。

さらに、ここで重要な問題 となるのは、当該企業のみの問題解決行動では、

社会全体の問題解決 に至 らない とい うことである。具体的に言えば、企業に

おける労働者 に対する問題=労 働問題 、環境汚染などの問題 を発生 させたこ

とによる自然環境汚染の被害=自 然環境問題、 自社製品の品質管理の問題で

あれば、その製品によって被った消費者側の被害=対 消費者問題、 といった

問題が挙げ られ る。 これ らの問題は互いに連鎖 ・増幅 し、後世まで尾を引く

こととなる。即ち、企業の規模が拡大 し企業活動が世界規模に拡大 したこと、

そ して情報技術の発展等が大きく関与 し、こ うした問題 をさらに拡大 させ る

こととなるのである。

そ して、現実的問題 としてCSRは 、様 々な問題 を有 している現代におい

て、必要不可欠な研究領域であ り、総論的な理論構築が困難であったとして

も、各論的な理論を展開 し、それ らを収束 させ ることは可能であると筆者 は

考える。

本稿のテーマがCSR経 営会計であることも、 こうした考えに基づ くもの

である。即 ち、会計学の領域を、社会責任会計や環境会計か らさらに広い学

問領域 とし、会計 とい う経営学の中の一領域において、CSRを 考察すると

い う点を 「各論的な理論」 として筆者 は位置づけてお り、この点にCSR考

察の意義があるといえよ う。
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で は、次章 にお いて 、CSR経 営 会 計 へ の 展 開 に つ い て 述 べ る こととす る。

2.CSR経 営 会 計 へ の 展 開

「CSR経 営会計」 とい う用語は、従来の会計学 にCSRを 加味 した研究

領域である。CSRは 先 に述べたように、 これまで成功を収めてきた営利追

求志向が生み出すいくつ もの弊害が、現代社会においては、企業経営者など

の個人のみな らず、組織構成員 も含 めた、当該企業の企業活動全体を否定す

ることに繋がるとい うことを、示唆す るものである。一方で会計の場合、企

業の継続的経営や、受託財産の保全、情報開示 さらには、内部会計 と呼ばれ

る 「管理会計」による組織の安定的成長 を目的 としている。そ して、企業が

引き起 こす内部的、外部的問題 を、未然に防 ぐ行動規範の確立の必要性を主

張 している社会責任会計 と呼ばれるものがある。

しか し、本稿で 「CSR経 営会計」 とした理 由は、1960、70年 代に脚光を

浴びた 「社会責任会計」 と区分するためであり、社会責任会計 とい う用語 よ

り、そのままCSR会 計、CSR経 営会計 とい う用語が使用 されることが多

いとい う現状を踏まえた為である。

先の 「社会責任会計」の生成基盤は、企業 と一般社会 とに発生するコンフ

リク トの解決のため、当該企業の社会的活動に関す る情報を開示することに

あった。その起源は、欧米では早期に発達 していたものであ り、我が国では、

1970年 前後に第1次 ブームが生 じた。

当時は、オイル シ ョック等による景気の悪化や、企業による社会的責任に

関す る活動を有効 に行 うシステムが構築 されていなかったこと、また、企業

や消費者 は、今 日のよ うにCSRと いった概念 に対 して、関心をあま りもっ

ていなかった こと等 によって、社会責任会計は長期的に定着 しなかったので

ある。

社会責任(CSR)会 計の第2次 ブームは、1990年 代であった。それは、

企業 と社会 との間の コンフリク トが、更に増大 したこと、企業活動のグロー
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バル化、さらには環境問題の管理 ・会計技法の発達、情報技術の発展等によ

るところが大 きい と考 えられ る。

このCSR経 営会計 とい う用語を説明するために、「アカ ウンタビリテ ィ」

とい う概念が しばしば使用 される。

アカ ウンタ ビリテ ィとい う用語 は、説明責任 ・会計責任 とい うよ うに一般

的には訳 されているが、この用語の概念は、企業の登場 と発展によって変化

してきた。すなわち、受託者(財 産運用者)が 、受託財産の保全 ・管理に加

えて、有効活用をする責任 も包含 した概念の生成である。

経営活動が、継続的 ・組織的にな り、ゴーイングコンサーンの公準が成 り

立っ よ うになると、受託者である企業 と委託者 である出資者 の関係 も複雑化

す る。そ して、委託者 の中には出資者 の他に、債権者等の利害関係者 も含ま

れるよ うになった。

さらに、企業に対する委託財産の保全 ・管理、有効利用 にとどま らず、運

用の結果や業績等を詳細に示す情報が要求 され る時代 となった。その結果、

会計責任 を果た したか どうかの判断は、株主総会への決算報告 とその承認を

得 ることで果たされたものと見な されるようになったのである。 これがいわ

ゆる伝統的なアカ ウンタビリティ概念であると筆者は考 える。そ して現代で

は、企業の規模が、情報技術の発達 とともに拡大す るにつれて、その利害関

係者の関係す る範囲、人数等が、これまで と比較にな らないほど増大 してい

る。

加 えて、企業規模の発達 による企業の社会的影響力の増大に したがって、

従来の ように経済合理性のみを追求す る利害関係者だけではない とい う状況

が発生 した。即ち、ステ._....,クホルダーの中に、経済的利害以外の情報を要求

す る存在までもが含 まれ るよ うにな り、企業会計の果たすべ き責任 も、変化

してきたのである。

例 えば、企業の環境汚染問題で影響 を受ける周辺住民のみな らず、企業の

経営活動によって社会生活上、何 らかの影響を被 る住民 ・国民、 さらには人
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類 全 てが ステー クホル ダー とな りうるこ とになった。彼 等 が、企 業 を どの よ

うな情 報で評価 ・判 断す るかに よって、企業 のアカ ウンタ ビリテ ィも変化 し、

それ に伴 い、伝統的 な経営会計技法 だけでは対応 が不十分 となったのである。

ステー クホル ダー が、環境保 全 をは じめ、倫理性 、 コンプ ライア ンス、人

権 ・雇 用 関係等 の評 価指標 を要求す るこ とになれ ば、当該企業 はそれ に対応

した情 報 をデ ィス ク ロー ズ しなけれ ば、アカ ウンタ ビ リテ ィの履行 が果 たせ

ない。 こ うした理 由に よって、CSR経 営会 計 が 意 義 を 持 つ よ うに な っ てき

てい る。簡単 にわが国 のCSR経 営 会 計 実施 例 を挙 げ て み る と図表2-1の

よ うにな る。

図表2-1

報告書の名称 CSR担 当部署 CSRと 環境会計との区分 重点目標

ブラザー 環境 ・社会報告書 環境推進部 統 一 環境問題

リ コ ー 環境経営報告書 社会環境本部 分割出版 環境問題

富士ゼ ロックス 社会と社員、社会と企業の架け橋 社会貢献推進室 統 一 ・ 環境問題

キヤノン CanonSustainabiolityReport グローバル環境推進本部 環境保護のみ 社会的責任

NEC CSRア ニ ュアル ・レポー ト CSR推 進本部 統一 社会的責任

富士通 アニ ュアル レポー ト 広報IR室 統一 環境問題

ソ ニ ー CSRReport 環境CSR戦 略グループ 統一 環境問題

パイオニア EnvironmentalReport 社会環境部 統一 環境問題

トヨタ トヨタの社会貢献活動 広報部社会文化室 統一 社会的責任

日産 サステ ナ ビ リテ ィ リポー ト IR本 部CSR係 統 一 環境問題

横浜ゴム エ コレポー ト 環境保護推進室 環境保護のみ 環境問題

コスモ石油 サステ ナ ビリテ ィ レポー ト CSR環 境推進室 分割出版 環境問題

三井化学 レスポンシブル ・ケア報告書 IR・ 広 報 室 統一 社会的責任

トス テム 社会環境報告書 環境室 統一 環境問題

JR東 日本 社会環境報告書 エコロジー推進委員会 統 一 ・ 環境問題

イ トー ヨー力堂 企業の社会的責任報告書 企業行動委員会 統一 祉会的責任

西友 西友サステナビリティレポート ジャパ ンフォーサステナ ビリテ ィ 統一 環境問題

注1筆 者が各社の報告書をもとに作成
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このように、 日本において各社は様々な形式でCSR経 営会計に関す る活

動を行ってきているとい うことがわかる。

しか し、 日本 におけるCSR活 動は環境会計の分野を中心 としてお り、総

合的なCSR経 営会計に対する研究は未だ研究途上である。 さらに、CSR

に対 して懐疑的な意識があることにも触れた。だが、そ うした状況を踏まえ

て もCSRの 重要性は変化 しない。

CSR経 営会計がどのよ うに運用 され るべきか といった問題は未だ研究段

階であ り、 日本の場合はCSRと いえば、ISO14000シ リーズに代表 され る環

境問題 に対す る取 り組みが中心的問題 として挙げ られるのである。そ して、

現在のように企業活動がグローバル化 している状況下では、各国によってそ

の中心的課題や、その発展経緯は異なると考えられ る。

そ こで、次 にCSR経 営会計に関す る各国の比較を行 うことによって、当

該テーマの課題を導 くこととす る。

3.各 国 のCSR経 営 会 計 一 主 に 日 本 、 ア メ リ カ 、 ドイ ツ

各 国にお いてCSR経 営 会 計 に は どの よ うな事 例 が存 在す るのか。本 章で

は 、 日本 とア メ リカ、 ドイ ツの3力 国 の 事 例 を 挙 げ る。 この こ とに よ り、C

SR経 営会 計 の 課 題 と展 望 を述 べ る こ とが可能 であ ろ う。 ではまず 、 日本 の

事例 を挙 げ、次 にアメ リカ、そ して ドイ ツ といった順 で考察 を進 める。

3-1日 本 にお け るCSR経 営 会 計

2005年 の時 点 に 於 い て 、産 業 廃 棄 物 や 生活廃棄物 の増大 に代 表 され る地球

環境 問題 や 、政治 スキ ャンダル の問題 が毎 日の よ うに報道 され てい る。 そ し

て、多 くの人 々は、それ らの諸 問題 に限 った こ とで はないが、 自 らが関心 を

持 った対象 に関す るよ り詳細 な情 報 を、 よ り容 易 に、かつ迅 速 に入 手す る こ

とが可能 となってい る。 なぜ な らば、パ ー ソナル コン ピュー タ(パ ソ コ ン 、

以 下PCと 略 す)の 普 及 と、 イ ン タ ー ネ ッ トに代 表 され る双方 向通 信網 の整

「CSR経営会計に関する一考察」179



備が、日本では急速に進んだか らである。これ ら情報技術(イ ンフォメーショ

ン ・テクノロジー、以下ITと 略す)の 発達は、社会を大きく変えて しまった

といえるだろ う。

このよ うな状況の中で、会計 もその役割 を拡大す ることとなった。そこで

CSR経 営会計が登場す ることとなる。CSR経 営会計は、各企業のCSR

への取 り組みを、貨幣価値に加 えて物量情報を会計的に測定 し、評価す るこ

とによって、当該情報を活用す るものである。

外部会計 と呼ばれ る財務会計的には、外部情報開示に有用な情報を貨幣価

値、物量を可能な限 り数値化 してアカ ウンタビリテ ィに活用するツールであ

り、内部会計 と呼ばれる管理会計 としては、外部情報開示内容の検討 も含め、

内部管理 に役立つCSRに 係 るコス トや収益 の把握を行 うことが目的である

と筆者は考えている。

現在のグローバル化 した世界では、様々なステークホルダー と関係 をしな

が ら事業活動を行わねばならない。CSR経 営会計は、CSR全 般に関する

アカ ウンタビリティの履行が可能であ り、 このことによって社会的信用 を得

る倫理的に優良な企業 として社会的信用 を得 ることが可能 となる。

麗澤大学の 「CSR会 計ガイ ドライ ン」によれば、CSR会 計の導入によ

り、企業は次のよ うなメ リッ トを得ることができるとしている。即ち、

「1こ れまでは主 として定性的評価によってCSR活 動の評価は行われて

きたが、定量的な分析がこれに加わることによ り、時系列的な検証が可能 と

なる。 これは、社会に対 して取組状況 をいつでも説明できる体制 と、外部の

ステークホル ダーによる企業等の評価 ・支援を行 う仕組みが整 うことを意味

す る。例えば、投資家はCSRに 積極的に取 り組む企業等に対 して投資額 を

増やすだろ うと考えられ、地域住民は協力な ども行いやす くなる。

7麗 澤 大学企 業倫理研 究セ ンター 『R-BECoo4』p132004年

8図 表 は章末
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2企 業等がCSR会 計情報を収集す ることにより、CSRマ ネジメン ト体

制の整備が促進 され る。 これは、CSRマ ネジメン ト・サイ クル の側面 を数

値情報によって評価す ることにより、CSR活 動の改善の手がか りがつかめ、

取 り組みの評価 ・見直 しが可能 となるためである。

3CSR会 計情報は、外部 とのコ ミュニケーシ ョンだけでなく、企業内部

の有効なコ ミュニケーシ ョンツール とな り得 る。 とくに従業員 に対 しては、

CSR会 計情報の収集を通 してCSRに 対する意識が高まるとともに自律的

な行動を促すな ど、経営行動に対す る内部牽制機能 を発揮することが期待 さ

れ る。」

とい うものである

麗澤大学研 究セ ンターでは、具体的にCSR会 計報告のためのガイ ドライ

ンが提案 されている。図示すると図3-1の ようになっている。

日本ではCSR研 究が遅れているとい うのが一般的な見解であ り、事実で

もあると筆者 は認識 しているが、CSR最 先進国 とは差があるにせ よ、具体

的なガイ ドラインも提案 されていることも考慮すると、決 して展望が開けて

いないものではない と筆者は考える。 ただ し、情報公開において、数値情報

化か、物量晴報化が良いのかとい う議論がな されてお り、今のところ統 一見

解は無い。筆者は情報化 とい う問題 に関 して、大切なのは情報利用者が費用

対効果 を適切に把握できることであ り、情報利用者の判断によって当該企業

に様々な影響を与えていくことが重要であると考 える。即ち、数値化に拘 る

のではなく、いかに当該情報 をステー クホルダーに理解 できるよ う提示する

か とい うことが問題であろ う。

3-2ア メ リカ にお け るCSR経 営 会 計

ア メ リカ に お け るCSRに 関 して 、 まず そ の 定義 につ い て簡略 に考察す る。

本稿 では、様 々 なCSRに 関 す る研 究 が 、 ア メ リカ にお い て も発 達 して きて

い る とい う事 実 も踏 ま えた上で 、エ プス タイ ンを中心 とす る学派 の、企 業倫
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理 に関す る学説 を 「ア メ リカ企 業倫 理学」 と設 定す る。 そ こでまず、彼 の主

張す る 「CSR」 の 定 義 を 「ア メ リカ のCSR」 の 代 表 的 定 義 と して こ こで

提 示 、 考察 してい きたい。

エ プス タイ ンの定 義 によれ ば、まず、CSRに つ い て 、4つ の概 念 を示 し

て い る 。 そ れ は 、 「企 業 倫 理 」(BusinessEthics)、 「経 営 社 会 責 任 」

(CorporateSocialResponsibility)、 「経 営 社 会 即 応 性 」(CorporateSocial

Responsiveness)、 そ して そ れ を 超 え た 概 念 で あ る 「経 営社 会 政 策 過 程 」

(CorporateSocialPolicyProcess)の4つ で あ る。

エ プ ス タイ ン の考 えで は 、まず、 「企業倫理」 を 「経営者 の行 う体系的な ・

価 値観 にも とつ く内省 に関係 を持 ち、経営者 はそれ を伝統的 には個人 として、

しか し最近 で はます ます集 団 的な枠組 の なかで、また 、人格 的な らび に組織

的 な企業行為 と、そ れが全体社会 の利 害関係 者 たちに対 して及 ぼす影響 とに

関 して行 うので あ る」9と 定義 して い る。

「経 営 社 会 責任 」 は、 「企業 の特定 の利害 関係者 た ちに対 し、(な ん らか の

規 範 的 基 準 に照 ら して)不 利 で は な く ・む しろ好 ま しい影 響 を もた らす よ う

な特定 の事項 も しくは問題 に関 して、組織 的決 定が生み だす成果 の達成 に第

一 義的 に関わってい る」loも の と定義 して い る
。

そ して 、3つ め の経 営 社 会 即 応 性 は 、 「企 業 の意 思決 定者 た ちが、不 十分

かつ 不完 全な情報 の制約 の も とで、組 織的 な政策 な らび に実践の全体的展開

を集 団的に予知 し ・即応 し ・管理 す るために用 い る、組 織 的意 思決定過 程の

開発 に主 に関わ りを持 ってい る。 したが って、 この概念 は決 定的 に、過程志

向的 であ る」1'と 定 義 して い る。

そ して 、 これ ら3つ を ま ず 定 義 し、今 日の 企 業 倫 理 の概 念 は、その道徳的

9エ プス タイ ン著 中村瑞穂 他 訳 『企業倫 理 と経 営社 会政 策過 程 』

眞堂1996年
10『上掲 書』p919～12文 眞堂1996年

"『 上掲 書』p9113～17文 眞 堂1996年
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内省 の明確 な枠組 の内部 にお いて、成果 と過程 との両側 面を結 合 してい る こ

とが特筆すべ き点 であ る と主 張す る。

4つ め の 「経 営 社 会 政 策 過 程 」 につ いて であ るが、 これ について の定義 は

前 述 の3つ を 超 え た(beyond)概 念 で あ る と して お り、 この 「超 えた」 とい

うこ との意 味は、前 出の3者 を結 合 す る ・包 含 す る とい う意味 である。即 ち、

経営社会政策過程≧企業倫理+経 営社会責任+経 営社会即応性

とい う、式がな りたつ。エプスタインは、企業倫理概念、経営社会責任概念、

経営社会即応性概念のどれかひ とつを理論的 ・実践的に用いるよりも、この

3者 を結合 させた 「経営社会政策過程 を用いるほ うが有用である と主張 して

いるのである。

さて、その定義 は、「具体的な諸事例 に関す る経営学的な分析 と経営実践

とに役立ち、そ して企業行動を、これまでの概念のいずれか一っだけを適用

することによって達成 され るよりも、さらに倫理的で、社会的に責任のある、

また社会に対 して即応的でもあるよ うなものに改善することである」12と し

てお り、経営社会政策過程の核心は、「企業倫理 ・経営社会責任 ・経営社会

即応性のそれぞれか らとり出された基本要素を、企業組織の内部において制

度化す ることである」 と定義 している。

では、CSR経 営会計の分野は どのようになっているのか。アメ リカでは

CSRが 非常に重要視 されてお り、社会的責任投資(以 下SRIと 略す)も

盛んである。 そもそもSRIと い う用語が英米語であることからもわかるよ

うに、社会的責任投資発祥の地は米国であった。SRIは 、米国では酒 ・タ

バコ等の健康を害する恐れのある嗜好品や、軍需産業への投資を控えるといっ

12エ プ ス タイ ン著

眞堂1996年

中村瑞穂他訳 『企業倫理 と経営社会政策過程』p11118～22文
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た運動 が始 ま りで ある。そ して現在 で は1990年 以 降 か ら米 国 に お け るSRI

資 産 総 額 は伸 び を見 せ て い る。 まず は歴史的背景 か ら見 てみ よ う。

SRIの 発 展 は大 き く3つ の 区分 に 大 別 す る こ とが 可 能 で ある。一つ めは

1920年 頃 か らの キ リス ト教 教 会 に よ る運動 、二つ めは70年 代 か らの公 民権 運

動 や ベ トナ ム 戦 争反 戦運動 、反 アパル トヘイ ト(人 種 隔 離 政 策)に 関 わ る運

動 、 そ して 三 つ 目は90年 代 前 半 か らのCSR発 展 に 関 わ る運 動 で あ る。

筆 者 が 現在 のSIFに よ る2003年 ま で の 投 資 増 加 デ ー タ(図3-2)を 調

査 した結 果 、 や は り増 加 して い る ことが判 明 した。2003年 に は 若 干 減 少 して

い る もの の 、97年 と比較 す る と979(単 位 億 ドル)の 増加 が見 られ る。

この デ ー タ を見 る と、 アメ リカ にお いて、SRIは 強 い 関 心 が 向 け られ て

い る投 資 で ある こ とがわ か る。

即 ち、米国 では1920年 代 の キ リス ト教 教 義 に よっ てSRIが 発 展 した こ と

が 理 解 で き、 現 在 で もそ の投資額 は増加 してい る とい うこ と。 そ して 、その

特徴 は 、社 会 的 に害 を及 ぼす よ うな企業 に対 す る 「批判 的 投資 」 と して 、

SRIが 認 識 され て い る とい うこ とが 理解 できた。

さて、 これ らの こ とは、 アメ リカのCSR経 営会 計 と どの よ うに関 連 して

い るのか。CSR経 営会 計 を実 施 す る こ とは 、外 部評価 と内部評価 を貨幣的 ・

物 量的 に測定 し、それ らを経営意思決 定 に役立 て るこ とに繋 が る。

ア メ リカで は、SRIと い っ た投 資 に よ る企 業 イ メー ジ の 向上や 、CSR関

連 浩 動 に よ っ て 、 地 域 貢 献 を行 ってい る。 それ は民 間が主導 で行 ってい るも

ので ある。

す なわ ち、 アメ リカにお け るCSR経 営 会 計 は、 企 業 の 自発 的発 達 形 態 を

とってい るものでは な く、また、政府 の指示 に よる もので もない、民間か ら

の要請 に よってそ の会計技法 が発 展 してい るもので あ る とい える。

アメ リカのCSR経 営 会 計 の事 例 と して 、1868年 に設 立 され たTATAグ ル ー

プ の事 例 が あ る。 当該 企 業 の 主要 業務 は装飾 品、ホテル 業 、重機 械 とい うよ

うに多岐 にわた る。
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TATAグ ル ー プ の 中 で も、TlvrA重 工 はCSRに つ い て 以 下 の よ うに 述 べ

て い る。 即 ち 「TATA重 工 はCSR概 念 の パ イ オ ニ ア で あ る。 この こ とは従

業員 の企 業内 、そ して家庭 で の よ りよい暮 ら しに貢 献 で きる と信 じて い る。

TATA重 工 は 社 会 に 対 して 恒 常 的 な 貢 献 を 目指す もので あ る。」'3CSR経 営

会 計 に 関 して は 明確 な 情 報 開示 を してい ない よ うで あ るが、CSRに 対 す る

取 組 に 関 して は重 要 で あ る と考 えてい る よ うに見受 け られ る。

3-3ド イ ツ に お け るCSR経 営会 計

ドイ ツ にお け る社 会 的 責任 の歴 史は、一般 的にかな り浅い といわれ てい る。

とい うの も、社 会 的責任 が本格化 したのは、政府 の 関連部 署主導 で1990

年 代 後 半 で あ る た め で あ る。 ドイ ツで は2001年 に年 金 法 改 正 が行 わ れ た が 、

米 国 と比較 した場合 に異 な るのは、米 国が教会や ベ トナ ム戦 争、公 民権 運動

とい った民 間か らの要請 によって発展 した のに対 し、 ドイ ツ他EU諸 国 は政

府 主 導 に よっ て 、 法 律 を含 めたCSRに つ い て の 制度 化 が行 わ れ て い る点で

ある。 で は、 こ うした事 実か ら ドイ ツの企業倫理 や社 会的 責任 投資 は遅 れ て

い る とい え るのだ ろ うか。 答 えは否 で ある。

CSRとSRIが 密 接 な 関係 に あ る とい うこ とは既 に述 べた。 まず、CS

Rに つ い て で あ るが 、 こ こで は 、 ドイ ツのCSR(Unternehmensethik)を 、 シ ュ

タイ ンマ ンを 中心 とす る学 派 の、企 業倫 理 に関す る学説 とす る。

シ ュ タイ ン マ ン は そ の 著 書 の 一 節 で あ る 「皿 企 業 倫 理 の 概 念(Ein

BegriffvonUnternehmensethik)」 の 中 で 、 企 業 倫 理 を次 の よ うに 定義 して い

る。 つ ま り、 「企 業倫理 とは、利 害 関係 者 との、対話 的合意 を通 じて、根拠

付 け る、 も しくは根 拠付 け られ うるすべて の実質的 、過程 的規範 を包含す る

ものであ る。 そ の規 範 は、企業経 営 に よって、束縛 的な 自己拘束 の 目標 のた

めに発効 され るもので 、利潤原理 の利 害衝突 に関連 した影 響 を、具体 的な企

13http://www .tata.com/tataLsteel/releases/20040316.htm
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業活 動の指 導の際 に制 限す るものであ る。」1と い うもの で あ る。

さて 、 シ ュ タイ ンマ ンの企業倫理 の定義か ら、彼 の主張 について、 どの よ

うな考 えが導 き出 され るで あろ うか。筆者 は さ しあた って二つ の主張が導出

で きる と考 えてい る。

第一 に、企 業倫 理 で は、利 害 関係 者(Betroffene)と の 対 話 を重 視 して い

る こ とで あ る。 では、 ここでい う 「対話」 とは何 か。 この対話 とい うものは、

様 々な利 害 関係者 が挙 げ られ る中で、それ ら利 害 関係者 集 団 との、双方 向の

対話 を示す もので あ る。 そ して、利 潤 の増 大 を 目指す企 業経営 の側 と、当該

利 害 関係 者 との対 話 を通 じて、起 こ りうる利 害衝 突 を調整(Ausgleich)す る こ

と を 目指 す とい うも の で あ る。

第 二 に 、利潤 原 理(Gewinnprinzip)と 企 業 倫 理 との 関 係 に つ い て 、 シ ュタイ

ンマ ンはそ の定義 に用 いて い る 「自己拘 束(Selbstbindung)」 とい う言 葉 に あ

る よ うに 、利 潤 原 理 と企業倫理 は対立関係 にある と考 え、そ の上で、両者が、

ただ単に対立 関係 にあ るのではな く、企 業経 営 にお いて、企業倫理 が、利潤

原理 に優先 して考 え られ るべ きであ る とい うこ とを主張 してい る。 つ ま り、

彼 の主 張す る企業倫 理が 、利潤原理 の制 限す るものであ るこ とを認識 しつつ

も、利 潤原 理 に対 して優位 に位 置 して い る と して捉 えてい る と考 え られ る。

そ して彼 は、利 潤原理 と企業倫理 の対 立 関係 を承認 してい るその前提 におい

て、企業倫理 とい う考 え方 を企業 内で活用 し、い かに してその対立 を 「調整」

す るか とい うこ とに問題 意識 を もってい る と言 え よ う。 こ う した考 えは 、

1920年 代 に活 躍 した ドイ ツ の経 営 学 者H.ニ ッ ク リ ッシ ュ の学 説 に通 じる もの

が あ り、CSRの 研 究 は 諸外 国 と比 較 して遅 れ て い るとは言 えない と筆者 は

考 える。 む しろCSRの 基 盤iは1920年 代 に萌 芽 期 を迎 え た の で あ る と筆者 は

考 える。

さて、 ドイ ツにお けるCSRの 発 展 は歴 史 が 浅 い もの で は な い との認識 を

前提 とした場合 、CSR経 営 会 計 は どの よ うな 状 況 に な っ てい るのか。

EUと し て のCSR経 営 会 計 に 関 す る 全 体 的 資 料 は 少 な い も の の 、
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"CorporateSocialResponsibility"と い う題 名 の 専 門 書 が あ る。 題 名 こそ英語

であ るが、 内容 は ヨー ロッパ にお けるCSRの 専 門 書 で あ る。 そ の 中 で 、事

例 と してスイ スのBAERAGと い う企 業 が挙 げ られ て い る。 この企 業 は1922

年 に創 立 され 、現 在3代 続 くチ ー ズ の製 造 ・販 売 を行 ってい る とい う。'4

当該 企 業 は経 営 理 念 を 明確 に打 ち 出 してお り、従業員 に対 してア ンケー ト

とい う形 で コ ミュニ ケー シ ョンを行 ってい る。CSR経 営 会 計 の側 面 か ら見

る と、 当該 企 業 は数値化 できない情報 は外部 に公 開す るこ とな く、経営理念

の も と、 どの よ うに 「経 済 ・社 会 ・環境 の持続性 に対 して我 が企業 が発展 」'5

して い るの か を物 量 表 示 して い る。そ の表 を提 示す る と図3-3の よ うな も

の とな る。

この よ うに 、 ドイ ツ語 圏16のCSR経 営 会 計 は 数 値 化 、 物 量 表 示 化 といっ

た問題 に視 点 を置 く事 無 く、 「効果 」 を提 示す る こ とを評価 してい る よ うで

あ る。

4.CSR経 営会計の課題 と展望

日本、アメ リカ、 ドイ ツと3力 国のCSR経 営会計 に関する努力を概観 し

てきたが、共通 して、情報開示が非常に困難であることが理解できる。CS

R経 営会計は、経済、環境、社会 と幅広 く関連す るので、環境会計のように

ガイ ドライ ンを作成す ることは非常に困難である。その内容 には多種多様な

ものが包含 され、た とえ一般的、抽象的なルール のみにとどめた としても、

膨大なものになるだろ う。

それ故に、経済、環境、社会関連領域の協力の下に、学際的な研究が不可

欠である。また、その実施の前提 として各分野に精通 した専門家を養成 し、

MKoeppl/Neureiter(Hrsg)
T,CorporateSocialResponsibility"s248～259LindeVerlagWien2004

isKoeppl/Neureiter(Hrsg)
�CorporateSocialRespQnsibility"s247LindeVerlagWien2004

isド イ ツ に 限 定 し た も の で は な く
、 ウ ィ ー ン 大 学 のFachbuchに よ っ た た め 、 ス イ ス の 事

例 を 提 示 し た 。
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当該企業にふ さわ しい制度的なCSR経 営会計システムを構築することが要

請 される。

したがって、現状では、中小企業での実施 は困難 であると筆者 は考 える。

さらに、環境会計ガイ ドラインのよ うに、世界的に認知 された水準にまで引

き上げるためには、各国の法律、慣習、宗教、歴史、地理、民族問題等、そ

の国情に関しても充分に留意す る必要がある。

特に、最近では企業が関連す る社会問題が、数多 く発生 している。それに

は、形態、規模共 に、多種多様である。企業 自身が引き起こしている問題が

ある一方で、企業が提供する財 ・サー ビスによって引き起こされるものもあ

る。

しか しそのいずれであっても、問題が既に顕在化 してお り、その直接的 ・

間接的原因が企業にある以上、企業に対 して問題の解消 ・抑制 につながるな

ん らかの施策を提示 ・実行することが必要である。 こうした問題 を解決する

ため、CSR・ 環境報告書の作成 ・開示が役 立つ ことを期待 したい。

現代は情報化社会である。CSR経 営会計の分野は、先に述べた様に学際

的な研究が不可欠である。 これまでの人類の歴史の中で、今 日ほど技術革新

の進度が速い時代はないであろ う。即ち、各企業は貨幣経済の中で、株式会

社に代表 されるような現在の企業形態をとり、そ してそれ らの企業は、技術

の進歩 とともに規模 を拡大 した。そ して、規模の拡大に伴 って、活動領域の

拡大をも進めることになった。加 えて現代では、コンピュータの発達やそれ

に伴 う情報技術の発 達によって、企業活動の大規模化 が急速に促進 されてい

る時代で もある。

しか し、情報技術 の発達に代表 される様々な技術の発達は、同時にいくつ

もの問題 を引き起 こしてきた。 こうした問題に対処す るには、既存の法制度

や規則 ・条例では不十分である。また、た とえ法制度を駆使 して問題解決を

試みた としても、法律で規制できる範囲が不明瞭であるといった状況が起こ

りえるため、十分な問題解決 を成 しえない とい う事態 も生 じている。
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さらに、法律 を代表 とす る規制の制定には、非常に長い時間を要す る場合

が多い。例えば国内においては国内世論を考慮 して原案を作成 し、諸手続 き

を通 して立法するとい う方法をとらねばな らない。そこで、法律の制定 といっ

た法学の領域 か らのアプローチだけでは不十分であるといえる。

また、CSRは 「経営理念」 「社是」 といった経営哲学の領域 も包含す る

学問領域である。そ こで、経営哲学にも言及するようなものでな くてはな ら

ない と筆者は考える。

さらに、先に述べた ように、現代 は情報化社会である。 コンピュー タを代

表 とする情報科学分野の発達は、情報収集、分析ツール として極 めて重要な

役割 を担 う。今 日では情報収集 ・分析 といったことだけではなく、情報提供

もその役割 となっている。 これ らの ことか ら、情報科学分野の研究 も合わせ

て行われねばな らない。

「ルール、思想、ツール」の有効活用 こそ今後のCSR経 営会計に必要不

欠 なものであると筆者 は考 えてお り、3者 の有効活用 こそ今後の課題である

と筆者 は考える。

今後のCSRに 関連す る研究は、社会の複雑化、大規模化に伴 って困難に

なっていくことが予想 され るが、それ と同時に人類が、いわゆる 「持続可能

な発展」を志 向 した学際的研究を発展 させてい くことができることを信 じ、

筆者 もその一員 となって研究を継続 していきたい と考 えている。
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富 士ゼ ロ ック ス 社 会 と社 員 、社 会 と企業 の架 け橋2004年
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キヤ ノンCanonSustainabilityReport2004年

NECCSRReport2004年

パ イ オ ニ アEnvironrnentalReport2004年

トヨ タ トヨタの 社 会 貢 献 活 動2004年

日産 サ ス テ ナ ビ リテ ィ リポ ー ト2004年

横 浜 ゴム エ コ レポ ー ト2004年

コスモ 石 油 サ ス テ ナ ビ リテ ィ リポー ト2004年

三 井 化 学 レス ポ ン シ ブル ・ケ ア報告書2004年

トステ ム 社 会 環境 報 告 書2004年

JR東 日本 社 会 環 境 報 告 書2004年

イ トー ヨー カ 堂 企 業 の社 会 的 責任 報告 書2004年

西 友 西 友 サ ス テ ナ ビ リテ ィ レポ ー ト2004年

担 当個 所

1章3章4章 は 山 田2章 は柳 田、 山 田で 共 同執 筆 を行 った。
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